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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

中間連結会計期間
第86期

中間連結会計期間
第85期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 4,210,967 4,458,465 8,793,371

経常利益 （千円） 211,778 104,188 434,794

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 239,067 105,912 452,975

中間包括利益又は包括利益 （千円） 356,008 170,427 604,553

純資産額 （千円） 5,925,993 6,179,928 6,057,291

総資産額 （千円） 10,833,738 10,718,626 10,855,127

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 56.04 25.25 106.25

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 53.5 56.4 54.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 274,539 △402,982 618,123

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △68,842 △119,435 △65,258

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △191,345 116,872 △394,514

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,654,501 1,406,185 1,798,257

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

 

（連結子会社の吸収合併）

2024年４月１日付で、完全子会社である東洋電機ファシリティーサービス株式会社、東洋板金製造株式会社の２

社を吸収合併いたしました。

 

（株式の取得）

2024年８月20日付で、アドヴァンコーティング株式会社の株式を取得し、連結子会社化いたしました。

 

この結果、2024年９月30日における当社グループは、当社及び連結子会社４社により構成されることとなりまし

た。

 

EDINET提出書類

東洋電機株式会社(E02028)

半期報告書

 2/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）におけるわが国経済は、雇用や所得環境、個人消費が

改善するなど経済活動の正常化に向けた動きがみられ、緩やかな回復傾向にあります。しかしながら、未だ円安傾

向にあり、原材料価格やエネルギーコストの高止まり、ウクライナや中東情勢などの地政学的リスクへの警戒が長

引くなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

そのような状況下ではありますが、当社グループの主な関連業界である電気機器業界におきましては、カーボン

ニュートラルの実現や省力化などの課題解決を目的とした設備投資が堅調に推移しております。

当社グループはＭＡツールを活用した効率的な営業活動を行い、ＤＸを意識した業務効率改善を進め、次世代に

繋がる技術開発や、ベテラン社員が保有する技術を継承するために技術継承の見える化を推進し、サステナビリ

ティに対する意識を高め、持続可能な社会に貢献するための製品開発に努めております。

その結果、当中間連結会計期間の経営成績につきましては前年同中間期に比べ、国内制御装置関連事業の売上高

はエンジニアリング部門が大きく増収となり、機器部門、変圧器部門においては減収となりました。また、海外制

御装置関連事業、樹脂関連事業においても売上高は増収となりました。当社グループ全体の利益面では、原材料が

高騰する中でも原価の抑制に努めましたが、原価率の改善には至らず、人件費の増加や2024年８月20日付のアド

ヴァンコーティング株式会社の連結子会社化による取得関連費用などにより、減益となりました。

以上の結果、売上高は4,458百万円（前年同中間期比5.9％増）、営業利益は33百万円（前年同中間期比78.1％

減）、経常利益は104百万円（前年同中間期比50.8％減）となりました。また、親会社株主に帰属する中間純利益

は、105百万円（前年同中間期比55.7％減）となりました。

なお為替レートは、中国人民元が22.13円（前年同中間期は19.90円）、タイバーツが4.37円（前年同中間期は

4.09円）と、前年同中間期に比べ、中国人民元に対し2.23円安、タイバーツに対し0.28円安で推移いたしました。

 

各セグメントの経営成績は以下のとおりであります。

①　国内制御装置関連事業（当社、アドヴァンコーティング株式会社）

エンジニアリング部門につきましては、搬送制御装置、監視制御装置、配電盤の分野における部品供給の改善

や、大型の更新案件などにより、当部門の売上高は1,221百万円（前年同中間期比53.6％増）となりました。

機器部門につきましては、顧客における在庫調整の影響から、センサ・空間光伝送装置・表示器すべての分野

で伸び悩み、当部門の売上高は1,036百万円（前年同中間期比19.5％減）となりました。

変圧器部門につきましては、乾式変圧器の受注軟調により、当部門の売上高は1,379百万円（前年同中間期比

1.3％減）となりました。

以上の結果、国内制御装置関連事業の売上高は3,637百万円（前年同中間期比4.5％増）となり、セグメント利

益は146百万円（前年同中間期比27.2％減）となりました。

なお、当社は2024年４月１日をもちまして、完全子会社である東洋電機ファシリティーサービス株式会社、東

洋板金製造株式会社の２社を吸収合併しております。また、2024年８月20日付で、アドヴァンコーティング株式

会社の株式を取得し、連結子会社としております。

 

②　海外制御装置関連事業（南京華洋電気有限公司、Thai Toyo Electric Co.,Ltd.）

海外制御装置関連事業につきましては、南京華洋電気有限公司、Thai ToyoElectric Co.,Ltd.共に為替の影響

で増収となり、売上高は490百万円（前年同中間期比16.0％増）となり、セグメント損失は39百万円（前年同中

間期はセグメント利益17百万円）となりました。

 

③　樹脂関連事業（東洋樹脂株式会社）

樹脂関連事業につきましては、自動車生産工場の在庫調整の影響が緩和されたこともあり、当部門の売上高は

329百万円（前年同中間期比7.7％増）となり、セグメント利益は6百万円（前年同中間期はセグメント損失0百万

円）となりました。
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財政状態の状況は、以下のとおりであります。

①　資産の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ136百万円減少し、10,718百万円となりました。

流動資産は、244百万円減少の7,421百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少378百万円、受取

手形、売掛金及び契約資産の増加74百万円、棚卸資産の増加62百万円などによるものであります。

固定資産は、107百万円増加の3,297百万円となりました。これは主に、建物及び構築物の増加95百万円、無形

固定資産のその他に含まれるのれんの増加52百万円、投資有価証券の減少45百万円などによるものであります。

 

②　負債の分析

当中間連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ259百万円減少し、4,538百万円となりました。

流動負債は、218百万円減少の3,270百万円となりました。これは主に、電子記録債務の減少300百万円、未払

法人税等の減少60百万円、賞与引当金の減少37百万円、その他に含まれる未払消費税等の減少71百万円、その他

に含まれる契約負債の減少32百万円、短期借入金の増加296百万円などによるものであります。

固定負債は、40百万円減少の1,268百万円となりました。これは主に、長期借入金の減少47百万円、役員退職

慰労引当金の減少17百万円、退職給付に係る負債の減少13百万円、その他に含まれる資産除去債務の増加40百万

円などによるものであります。

 

③　純資産の分析

当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ122百万円増加し、6,179百万円となりました。こ

れは主に、利益剰余金の増加43百万円、為替換算調整勘定の増加90百万円などによるものであります。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,406百万円となり前連結会計

年度末に比べ392百万円減少（21.8％減）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は402百万円（前年同中間期は274百万円の獲得）となりました。

これは主に、仕入債務の減少による支出335百万円、その他流動負債の減少による支出63百万円などによるもの

であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は119百万円（前年同中間期は68百万円の使用）となりました。

これは主に、定期預金の預入による支出50百万円、有形固定資産の取得による支出108百万円などによるもので

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は116百万円（前年同中間期は191百万円の使用）となりました。

これは主に、短期借入金の純増加300百万円、長期借入金の返済による支出104百万円、配当金の支払額による減

少63百万円などによるものであります。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

（４）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は79百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,694,475 4,694,475
名古屋証券取引所

（メイン市場）
単元株式数 100株

計 4,694,475 4,694,475 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 4,694,475 － 1,037,085 － 857,265
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

有限会社城西 愛知県名古屋市西区城西2-16-6 430 10.23

東洋電機取引先持株会 愛知県春日井市味美町2-156 336 7.99

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲2-10-17 232 5.52

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21-27 192 4.56

東洋電機従業員持株会 愛知県春日井市味美町2-156 182 4.33

松尾　隆徳 愛知県名古屋市西区 173 4.11

松尾　昇光 愛知県名古屋市西区 155 3.69

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 125 2.97

三浦　陽子 大阪府泉南市 111 2.65

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 87 2.08

計 － 2,026 48.17

（注）　上記のほか、当社所有の自己株式488千株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 488,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,201,900 42,019 －

単元未満株式 普通株式 3,775 － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  4,694,475 － －

総株主の議決権  － 42,019 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式43株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町2-

156
488,800 － 488,800 10.41

計 － 488,800 － 488,800 10.41

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,485,104 2,106,622

受取手形、売掛金及び契約資産 ※ 2,454,018 2,528,024

電子記録債権 ※ 972,345 968,314

商品及び製品 236,646 280,702

仕掛品 733,911 772,535

原材料及び貯蔵品 739,151 718,773

その他 44,540 46,630

貸倒引当金 △351 △351

流動資産合計 7,665,367 7,421,252

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 628,349 723,976

土地 1,158,912 1,166,782

建設仮勘定 63,880 －

その他（純額） 283,370 311,908

有形固定資産合計 2,134,513 2,202,667

無形固定資産   

土地使用権 195,257 213,999

その他 17,424 68,381

無形固定資産合計 212,681 282,380

投資その他の資産   

投資有価証券 492,813 446,993

退職給付に係る資産 150,775 124,018

繰延税金資産 17,348 43,184

その他 181,926 198,429

貸倒引当金 △300 △300

投資その他の資産合計 842,563 812,326

固定資産合計 3,189,759 3,297,374

資産合計 10,855,127 10,718,626
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 588,017 588,598

電子記録債務 ※ 779,611 479,191

短期借入金 1,252,688 1,548,880

未払法人税等 84,754 24,628

賞与引当金 205,055 167,251

製品補償引当金 13,468 10,148

その他 ※ 565,807 451,724

流動負債合計 3,489,403 3,270,423

固定負債   

長期借入金 461,612 414,484

長期未払金 110,887 119,340

役員退職慰労引当金 25,182 8,156

退職給付に係る負債 536,915 523,688

その他 173,835 202,604

固定負債合計 1,308,431 1,268,273

負債合計 4,797,835 4,538,697

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,037,085 1,037,085

資本剰余金 876,504 879,377

利益剰余金 3,875,880 3,919,001

自己株式 △315,273 △303,144

株主資本合計 5,474,197 5,532,319

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 182,540 150,483

為替換算調整勘定 273,450 363,531

その他の包括利益累計額合計 455,990 514,014

非支配株主持分 127,103 133,594

純資産合計 6,057,291 6,179,928

負債純資産合計 10,855,127 10,718,626
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

売上高 4,210,967 4,458,465

売上原価 3,039,858 3,345,595

売上総利益 1,171,109 1,112,870

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 79,213 78,292

給料手当及び賞与 276,991 297,707

賞与引当金繰入額 71,246 63,450

退職給付費用 17,285 18,829

役員退職慰労引当金繰入額 2,029 398

福利厚生費 102,402 101,396

旅費及び交通費 28,007 33,992

減価償却費 24,288 17,718

賃借料 27,014 29,866

技術研究費 88,086 79,530

その他 300,702 358,005

販売費及び一般管理費合計 1,017,267 1,079,188

営業利益 153,841 33,682

営業外収益   

受取利息 150 549

受取配当金 44,952 48,073

受取賃貸料 21,375 32,608

雑収入 10,439 12,235

営業外収益合計 76,918 93,468

営業外費用   

支払利息 8,219 9,135

為替差損 2,608 5,398

不動産賃貸原価 8,153 8,427

営業外費用合計 18,980 22,961

経常利益 211,778 104,188

特別利益   

固定資産売却益 121 489

特別利益合計 121 489

特別損失   

固定資産除却損 658 554

特別損失合計 658 554

税金等調整前中間純利益 211,242 104,124

法人税、住民税及び事業税 43,347 17,340

法人税等調整額 △72,627 △11,773

法人税等合計 △29,279 5,566

中間純利益 240,522 98,558

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
1,455 △7,354

親会社株主に帰属する中間純利益 239,067 105,912
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

中間純利益 240,522 98,558

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 55,005 △32,057

為替換算調整勘定 60,480 103,926

その他の包括利益合計 115,486 71,869

中間包括利益 356,008 170,427

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 349,233 163,936

非支配株主に係る中間包括利益 6,775 6,490
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 211,242 104,124

減価償却費 72,656 76,388

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,900 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 69,854 △37,804

製品補償引当金の増減額（△は減少） △6,130 △3,319

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,029 △17,026

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 141,130 △13,226

受取利息及び受取配当金 △45,103 △48,623

支払利息 8,219 9,135

売上債権の増減額（△は増加） △421,248 △18,407

棚卸資産の増減額（△は増加） △71,965 △38,250

その他の流動資産の増減額（△は増加） △6,709 26,775

仕入債務の増減額（△は減少） 242,000 △335,261

未払消費税等の増減額（△は減少） 57,691 △72,372

その他の流動負債の増減額（△は減少） 102,903 △63,319

その他 △126,737 66,015

小計 227,932 △365,172

利息及び配当金の受取額 45,286 48,543

利息の支払額 △8,201 △10,419

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 9,522 △75,934

営業活動によるキャッシュ・フロー 274,539 △402,982

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △46,599 △50,221

定期預金の払戻による収入 46,587 49,827

投資有価証券の取得による支出 △299 △299

有形固定資産の取得による支出 △53,023 △108,116

無形固定資産の取得による支出 △4,514 △109

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 22,216

その他 △10,993 △32,730

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,842 △119,435

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300,000

長期借入金の返済による支出 △135,885 △104,944

配当金の支払額 △42,566 △63,728

非支配株主への配当金の支払額 － △2,111

その他 △12,894 △12,342

財務活動によるキャッシュ・フロー △191,345 116,872

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,374 13,472

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 27,726 △392,072

現金及び現金同等物の期首残高 1,626,774 1,798,257

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,654,501 ※ 1,406,185
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、当社の連結子会社でありました、東洋電機ファシリティーサービス株式会社及び

東洋板金製造株式会社は当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

当中間連結会計期間において、アドヴァンコーティング株式会社の全株式を取得したことにより、同社を連結の

範囲に含めております。

この結果、2024年9月30日における当社グループは、当社及び連結子会社４社により構成されることとなりまし

た。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形、電子記録債権及び電子記

録債務が、前連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 14,903千円 －千円

電子記録債権 19,165 〃 － 〃

支払手形 53,312 〃 － 〃

電子記録債務 148,668 〃 － 〃

設備関係電子記録債務 6,286 〃 － 〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金 2,333,442千円 2,106,622千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △678,941 〃 △700,437 〃

現金及び現金同等物 1,654,501千円 1,406,185千円
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 42,632 10 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月８日

取締役会
普通株式 42,715 10 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 62,791 15 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日

取締役会
普通株式 42,056 10 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
国内制御装置
関連事業

海外制御装置
関連事業

樹脂
関連事業

売上高       

エンジニアリング部門       

搬送制御装置 20,686 － － 20,686 － 20,686

印刷制御装置 312,409 － － 312,409 － 312,409

監視制御装置 142,846 － － 142,846 － 142,846

配電盤 319,440 － － 319,440 － 319,440

機器部門       

センサ 838,094 － － 838,094 － 838,094

空間光伝送装置 297,424 － － 297,424 － 297,424

表示器 152,490 － － 152,490 － 152,490

変圧器部門 1,398,207 － － 1,398,207 － 1,398,207

中国制御装置 － 370,950 － 370,950 － 370,950

タイ制御装置 － 51,950 － 51,950 － 51,950

樹脂製品 － － 306,467 306,467 － 306,467

顧客との契約から生じる収益 3,481,599 422,900 306,467 4,210,967 － 4,210,967

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 3,481,599 422,900 306,467 4,210,967 － 4,210,967

セグメント間の内部売上高又

は振替高
34,674 501,158 － 535,833 △535,833 －

計 3,516,274 924,058 306,467 4,746,801 △535,833 4,210,967

セグメント利益又は損失（△） 200,814 17,135 △107 217,843 △6,064 211,778

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△6,064千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

 

EDINET提出書類

東洋電機株式会社(E02028)

半期報告書

16/23



Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
国内制御装置
関連事業

海外制御装置
関連事業

樹脂
関連事業

売上高       

エンジニアリング部門       

搬送制御装置 80,451 － － 80,451 － 80,451

印刷制御装置 120,645 － － 120,645 － 120,645

監視制御装置 461,761 － － 461,761 － 461,761

配電盤 558,746 － － 558,746 － 558,746

機器部門       

センサ 647,791 － － 647,791 － 647,791

空間光伝送装置 272,151 － － 272,151 － 272,151

表示器 116,829 － － 116,829 － 116,829

変圧器部門 1,379,506 － － 1,379,506 － 1,379,506

中国制御装置 － 438,234 － 438,234 － 438,234

タイ制御装置 － 52,348 － 52,348 － 52,348

樹脂製品 － － 329,997 329,997 － 329,997

顧客との契約から生じる収益 3,637,884 490,583 329,997 4,458,465 － 4,458,465

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 3,637,884 490,583 329,997 4,458,465 － 4,458,465

セグメント間の内部売上高又

は振替高
25,124 381,862 － 406,987 △406,987 －

計 3,663,009 872,445 329,997 4,865,452 △406,987 4,458,465

セグメント利益又は損失（△） 146,264 △39,738 6,348 112,874 △8,686 104,188

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△8,686千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間より、アドヴァンコーティング株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めており

「国内制御装置関連事業」に含めております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「国内制御装置関連事業」において、アドヴァンコーティング株式会社の全株式を取得し、連結の範

囲に含めたことによりのれんが発生しております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当中間連

結会計期間においては52,832千円であります。
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（企業結合等関係）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、2024年４月１日に、当社を吸収合併存続会社、当社の完全子会社である東洋電機ファシリティーサー

ビス株式会社及び東洋板金製造株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、これらの吸収合併を総称し

て「本合併」とします）を実施いたしました。

 

共通支配下の取引等

（１）取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

吸収合併存続会社　東洋電機株式会社

事業の内容　　　　監視制御装置、配電盤、変圧器、センサ及び表示器の製造・販売

吸収合併消滅会社　東洋電機ファシリティーサービス株式会社

事業の内容　　　　配電盤、変圧器のサービス・メンテナンス

吸収合併消滅会社　東洋板金製造株式会社

事業の内容　　　　配電盤、変圧器の板金加工・組立・販売

②　企業結合日

2024年４月１日

③　企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、東洋電機ファシリティーサービス株式会社及び東洋板金製

造株式会社は解散します。

④　結合後企業の名称

東洋電機株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

本合併は、当社グループの競争力強化と事業運営の更なる効率化を目的としております。

 

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共

通支配下の取引等として会計処理しております。
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（取得による企業結合）

当社は、2024年８月７日開催の取締役会において、アドヴァンコーティング株式会社の発行済株式を取得し、子

会社化することについて決議し、2024年８月８日付で株式譲渡の契約を締結し、2024年８月20日付で全株式を取得

いたしました。

 

（１）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　アドヴァンコーティング株式会社

事業の内容　　　　プラスチック及び金属部品の粉体塗装及び溶剤塗装と組立

②　企業結合を行った主な理由

アドヴァンコーティング株式会社は、愛知県豊明市に工場を置き、主にプラスチック及び金属部品の粉

体塗装及び溶剤塗装と組立を行っております。同社のコーティング技術は当社にとって、製品競争力の強

化につながることが期待され、今回の子会社化により、当社及び同社が提供する製品の質の向上を図り、

更なる企業価値の向上に努めてまいります。

③　企業結合日

2024年８月20日（2024年９月30日をみなし取得日といたします。)

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

（２）中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年９月30日をみなし取得日としており、かつ、中間連結決算日が同日のため、被取得企業の業績は含

まれておりません。

 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価及び取得原価　45,253千円：現金

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

52,832千円

②　発生原因

主に今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 56円04銭 25円25銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 239,067 105,912

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
239,067 105,912

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,266 4,193

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

第86期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）中間配当については、2024年11月７日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　42,056千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　10円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　2024年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２４年１１月１２日

東洋電機株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　和雄

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大谷　光尋

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋電機株式

会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２４年４月１日から

２０２４年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の２０２４年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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